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はじめに

第二次世界大戦後の日本外交においては、
米国との関係の比重が圧倒的だった。そ
の結果、戦前と比較しても、日本外交に
おける欧州との関係の比重は大きく低下
することになった。しかし、日本が1960
年代に高度経済成長を経験して経済大国
となり、1975年に始まった G7に参加す
るなど国際社会に復帰し、その役割を拡
大していくなかで、欧州との関係も再び
拡大していった。ただし、主に関心を集
めたのは日欧間の通商摩擦だった。その
ため、日欧関係は通商摩擦の歴史として
捉えられることが多かった。

それが変化するのは1990年代半ば以降で
ある。日欧間の経済関係はその後も拡大
したが、同時に、外交・安全保障上の対
話や協力が発展してきた。日欧関係の新
たな姿である。欧州連合（EU）との関係
で言えば、2018年7月に署名された日 EU
の経済連携協定（EPA）と戦略的パート
ナーシップ協定（SPA）が重要な転換点
になった。同時に、英国、フランス、ド
イツといった欧州の主要国それぞれとの
二国間関係も、従来の経済関係に加えて
安全保障や防衛面に拡大している。イン
ド太平洋時代の新たな日欧関係である。

本稿では、EU（およびその前身の欧州共
同体（EC））に加えて英仏独の3か国を取
り上げ、日本との関係がいかに展開して
きたのかを振り返り、日本外交にとって
の欧州の位置付けを明らかにしたい。

これまでの経緯

日EC・EU関係の転換

第二次世界大戦での敗戦後、連合国が日
本を占領統治し、英国軍なども駐留した
が、実質的には米国の単独占領だった。
1951年9月に署名され、翌1952年4月に発
効したサンフランシスコ平和条約で日本
の独立が回復し、あわせて日米安全保障
条約（旧安保条約）が締結された。これは、
日米同盟のもとでの戦後日本の出発点で
あり、その後の国際社会への復帰も全て
米国主導で進められた。日米同盟が日本
の対外関係の基盤となったのである。

そうしたなかで、欧州との関係が生まれ
た背景は冷戦であった。冷戦という構図
のもとでの「自由世界」の主要アクター
には米国、西欧、日本が含まれ、日本と
西欧は、冷戦という文脈において同じ陣
営に位置付けられることになった。1960
年代前半に首相を務めた池田勇人は日米
欧「三本柱」論を唱えた。1960年代に日
本の経済協力開発機構（OECD）加盟や
貿易及び関税に関する一般協定（GATT）
第35条適用解除による対等な貿易関係へ
の移行を可能にしたのは、米国の支援は
もちろんのこと、日英修好通商条約に代
表される、西欧各国との通商を含む二国
間関係の正常化であった。敗戦後の国際
社会への復帰、さらには先進国への仲間
入りとともに西欧諸国との関係も復活し
たのである。

1960年代当時、日本は高度経済成長を遂
げつつあったものの、西欧との経済関係
が特に発展していたわけではない。それ
が一気に拡大し、通商摩擦に発展するの
は1970年代半ばからである。それ以降、
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日欧間のアジェンダはほとんど通商摩擦
一色になる。欧州は日本に対して多額の
貿易赤字を計上するようになり、欧州内
で日本からの輸入を制限すべきだという
保護主義的な動きが強まる。日本人を「ウ
サギ小屋に住む仕事中毒」だと揶揄した
EC 委員会の内部文書が明るみに出たのも
この頃であり、日本脅威論とともに日本
異質論が拡大した。

実際、当時の日本には保護主義的な要素が
多く残っており、海外からの輸入や投資
の受け入れに対して十分に開かれていた
とは言い難い。しかし、日本が経済発展
を遂げるなかで市場開放や規制緩和は日
本人自身の利益にもなるとの考え方が国
内で広がり、1980年代から1990年代にか
けて日本自身も大きく変化することになる。

1991年7月に日 EC 間で署名された「ハー
グ宣言」は、それまで通商摩擦への対応
の一点張りであった日 EC 関係において、

「共通の価値」を前面に出し、政治対話・
協力に踏み出そうとした最初の試みだっ
た。これを主導したのは日本側だったが、
当時はまだ通商摩擦が激しく、厳しい交
渉になったのである。日本異質論と価値
の共有はなかなか両立しにくいし、貿易
摩擦が激しいなかで日本側が政治対話を
持ち出しても、それは、欧州側からは貿
易問題から目をそらす企みに見えてしま
うからである。

日欧間の通商摩擦や欧州における日本異
質論を最終的に沈静化させたのは、皮肉
なことだが、1990年代の日本におけるバ
ブル経済の崩壊だった。日本経済が低迷
するなかで、欧州は日本を過度に恐れる
必要がなくなった。その結果、日欧間の
価値の共有を謳うことも、政治や安全保

障面での関係強化を目指すことも容易に
なったのである。ただし、それがそのま
ま政治・安全保障関係の強化につながっ
たわけではなく、しばらくの間、日欧関
係は「問題がないのが問題だ」とすら指
摘されていた。

そうしたなかで、2000年代半ば以降、日
欧間の「問題」を提供したのは中国であ
る。これが、まずは日本側において大き
なアジェンダになった。日本から見れば、
端的に言って、欧州の対中姿勢・対中認
識は甘く、それに対する不満が日本側に
蓄積されることになった。

2005年前後の EU の対中武器禁輸措置の
解除をめぐる議論は、その象徴的な事例
だった。1989年6月の天安門事件に対す
る制裁の一環として導入された対中武器
禁輸措置は、殺傷兵器のみに関するもの
であり、さらに法的拘束力もない政治宣
言だった。そのため、実効性には疑問も
あったが、それを解除することは、中国
に対して誤ったメッセージを送りかねず、
また、実際に欧州から中国に武器が輸出
されることになれば、台湾海峡の軍事バ
ランスを含め、東アジアの安全保障に影
響を及ぼすことが懸念された。そのため、
日本は（米国とならんで）EU による武
器禁輸解除に強く反対したのである。

この問題を通じて、対中政策や対アジア
政策を広く考える際のEUのアプローチが
経済偏重であり、安全保障への影響が考
慮されていなかったことが示された。当
時のEUは、対中武器禁輸に関する決定を
経済的な問題として扱おうとしていたの
である。それが日本や米国の強い反発を
招いたことは、EUがアジアの安全保障問
題に関心を払う一つのきっかけになった。
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ただし、この一件を通じて日本側では、「中
国に武器を売ろうとする無責任な欧州」、

「アジアの安全保障問題を理解しない欧
州」というネガティブな認識が強く根付
いてしまった。これはその後にも尾を引
くことになった。他方で、この問題をきっ
かけに、2005年には「東アジアの安全保
障環境に関する戦略的対話」が開始され、
日本と EU の間で中国に関する問題を含
め、アジアの安全保障問題に関する議論
が実質化することにもなった。対中武器
禁輸解除問題をめぐる日本と EU 間の不
一致の副産物だった。

英仏独との関係

日欧関係、あるいはより厳密には日本に
とっての欧州との関係といった場合に、
通 商 面 に お い て EC・EU の 役 割 が 大 き
いのは当然だが、日本側の認識としては
日英関係や日仏関係、日独関係といった
欧州主要国との二国間関係の比重が大き
かった点を見落としてはならない。

欧州個別国と日本との間には、歴史や文
化への関心に加え、留学や駐在といった
具体的なつながりが構築されやすいとい
う事情がある。加えて、EC・EU の権能
の拡大に日本側の意識が追いつかなかっ
たためとも言えるし、外交当局にとっても、
地域の多国間機構への関与が少ない日本
として、EU（ブリュッセル）を相手にす
るより、各国政府を相手にする方が居心
地がよかったという背景もあった。

そうしたなかで、日本において、ほぼ常
に欧州で最も緊密なパートナーとして位
置付けられてきたのは英国である。その
背景としては、第一に、西欧主要国のな

かで英国が最も自由貿易派であり、「外向
きの欧州」を確保するうえで最も頼りに
なるパートナーだった事実が大きい。

1960年代の西欧との関係回復においても、
きっかけとなったのは1962年の日英修好
通商条約締結であったし、1980年代に日
欧摩擦が激化した際に日本の EC への直
接投資を奨励したのは英国のサッチャー

（Margaret Thatcher）政権だった。フラ
ンスが EC のなかでも保護主義的姿勢を
強く打ち出し、西ドイツも慎重姿勢をと
るなかで、英国の役割は大きかった。さ
らに最近では、日 EU 間の自由貿易協定

（FTA）・経済連携協定（EPA）に関して、
欧州委員会や一部の EU 加盟国の慎重論
を押し切り、交渉開始への道をひらいた
のは英国のキャメロン（David Cameron）
政権だった。日本にとって英国が「頼り
になる」ゆえんである。

第二に、英国が欧州において米国のもっ
とも緊密な同盟国である事実は、日米同
盟を基軸とする日本が、欧州との政治・
安全保障に関する対話・協力を考えるう
えで大きな安心材料になった。こうした
事情から、日本にとっての英国は長らく

「欧州（EU）へのゲートウェイ」だった
のである。何か課題が発生した際に、ま
ず「ロンドンと話をする」のが日本の習
慣だったと言ってよい。

その英国との関係が、安全保障面に拡大
する重要な転換点になったのが2012年4
月のキャメロン首相の来日であり、日英
両国は、「世界の繁栄と安全保障を先導す
る戦略的パートナー」と題された共同声
明を発出した。自由や民主主義といった
共通の価値を基盤に、新たに安全保障・
防衛協力を進める方針を示したのである。
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目玉の一つは防衛装備品に関する協力で
あり、これも日本の米国以外との関係に
おいては新たな分野だった。

日英関係と比較すれば、日本と仏独両国
との二国間関係は、長らく全般的に低調
だったと言わざるをえない。貿易面で日
本が特に懸念したのはフランスなどにお
ける保護主義的姿勢であった。1962年11
月の池田首相の欧州歴訪の際に、ド・ゴー
ル（Charles de Gaulle）大統領が池田の
ことを「トランジスタのセールスマン」
と揶揄したというエピソードは、のちに
作り話であることが判明するものの、日
仏関係の実際の雰囲気を反映したもので
もあった。

日本とドイツの間では、1990年代以降、
国連安全保障理事会改革、つまり常任理
事国の拡大による日独の常任理事国入
りが大きなアジェンダになった。日独両
国は、ともに常任理事国入りを目指すイ
ンド、ブラジルとともに G4（Group of 
four）の枠組みでの連携を強化した。し
かし、成果がなかったことは周知のとお
りである。また、主に核兵器の分野にお
ける軍備管理・軍縮においても、日独協
力が模索されてきた。

しかし、2000年代半ば以降、ドイツに関
して、日本側で懐疑的な見方が根強かっ
た最大の原因は中国との関係である。中
国経済が急速に成長するなかで、欧州と
中国の間の経済関係も急拡大したが、そ
れを牽引したのがドイツである。メルケ
ル（Angela Merkel）首相は、2005年の首
相就任以降、ほとんど毎年のように中国
を訪れる一方で、日本への関心は低い状
態が続いた。日本国内では、「ドイツは中
国にしか関心ないのだろう」、「ドイツは

中国に甘すぎる」という認識が定着する
ことになった。これは、日独の二国間関
係の発展という観点ではマイナスに作用
した。

現状と課題

新段階の日EU関係

日 EU 関係、および日欧関係全般は、政
治・安全保障面を含めて2015年頃を境に
大きく動き出すことになった。これには
複合的な要因があるが、第一の要因は中
国である。前節で触れたように、EU の
対中武器禁輸解除問題や、経済面におけ
る欧州・中国関係の蜜月ぶりは、日欧の
文脈においては関係の「阻害要因」だった。
若干単純化すれば、それが関係発展の「促
進要因」に変化したのである。背景には、
EU 市場への中国の経済進出、なかでも
特に企業の合併・買収による技術流出へ
の懸念や、南シナ海における中国の強硬
姿勢、さらには人権問題での対中批判の
高まりなどが存在した。EU の対中認識が
変化し、日欧間の中国をめぐる認識ギャッ
プが縮小したのである。

第二に、2017年1月の米国でのトランプ
（Donald Trump）政権の発足も、日欧協
力の追い風になった。「アメリカ・ファー
スト」を掲げた同政権が、自由貿易の原
則をはじめとしたルールに基づく国際秩
序に背を向ける姿勢を示したため、日欧
が秩序を支える側として協力する必要性
が高まった。推進力を欠き、一時は漂流
すら懸念されていた日EU間のFTA・ EPA
交渉が、トランプ政権発足から半年足ら
ずの2017年7月に大枠合意に至ったのは偶
然ではない。トランプ政権のもとで勢い
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を増しかねなかった保護主義的傾向やユ
ニラテラリズムに抗い、自由貿易の原則
を世界に示すという戦略的要請が加わっ
たのである。

日 EU 間のEPAは結局2018年7月に正式に
署名され、2019年2月に発効した。EPA
と同時に締結されたのが、政治・外交面
を含めた協力の大枠に関する戦略的パー
トナーシップ協定（SPA）である。当初、
日本側はほとんどEPAのみに関心があり、
EPA の「代償」として SPA 交渉を受け入
れるかのような理解すら存在したが、結
果として SPA は、日 EU 関係を単なる貿
易・経済上の関係から価値や国際秩序に
関するパートナーシップに発展させる大
きな原動力になった。

米国の相対的なパワー、さらにはルール
に基づく国際秩序を支える指導力が衰え、
同時に価値を共有しない、現状変更国家
としての中国が台頭するなかで、日欧協
力の重要性が増すことになった。EPA や
SPA の新たな戦略的意義である。

こうしたなかで、日本側では欧州との関
係の位置づけ自体も変化することになっ
た。従来は、欧州という一つの地域との
関係に過ぎなかったが、米国や中国、さ
らには国際秩序全体にかかわる問題に対
処するにあたって、常に正面に登場する
パートナーになった。日本外交において
欧 州 が「 主 流 化（mainstreaming）」 し
たとも言える。これを推し進めたのが、
2012年から2020年まで、日本の政治史
上最長の首相在任期間を記録した安倍晋
三首相だった。同首相とユンカー（Jean 
Claude-Juncker）欧州委員会委員長は極
めて緊密な個人的関係を築き、日 EU 関
係の発展を引っ張ったのである。

似たような変化は欧州側でも起きていた。
中国の台頭という挑戦が欧州で強く認
識されるようになるなかで、それは地理
的に離れたアジアの個別問題では収まら
なくなった。そこで欧州においても新た
な概念として受容されることになったの
が、「インド太平洋」である。安倍政権は
2016年から「自由で開かれたインド太平
洋（FOIP）」を打ち出しており、EU およ
び欧州諸国に対しても連携を呼びかけて
いた。新たなアジア政策を模索するなか
で、EU にも広くインド太平洋地域への
戦略が求められることになり、志を同じ
くする（like-minded）パートナーとして
の日本の価値が上昇したのである。

その少し前の2015年、2016年からは、日
EU 首脳協議や G7首脳会合―G7には米
国とカナダが参加するものの、それ以外
は日本と欧州諸国（独、仏、英、伊）、そ
して EU がメンバーであり、「日欧」の比
重が大きい―の場においても、南シナ海
や東シナ海情勢への懸念が表明されるよ
うになっていた。また、2021年からは台
湾海峡の平和と安定への言及も定着した。

そうしたなかで EU は、2021年9月には
「インド太平洋における協力に関する EU
戦略」を発表し、日本はこれを歓迎した。
EU のアジア政策においては、従来、対
中政策の比重が大きかったが、今回のイ
ンド太平洋戦略が、日豪などの同志諸国
に加えて、東南アジア諸国連合（ASEAN）
などとの関係を強調したことは、EU の
アジア政策におけるリバランスの象徴だ
と捉えられた。関連して EU は、アジア
と欧州の「連結性（connectivity）」も強
調しており、日本との間では「連結性パー
トナーシップ」を2019年9月に締結して
いる。通信や運輸を含むインフラ投資に
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おける協力が目指され、具体的なプロジェ
クトが徐々に動き始めている。これをど
こまで拡大できるかが今後の課題になる。

変貌する英仏独との関係

日本と欧州主要国との関係を比較したと
きに、英国が第一に位置づけられる状況
は、結論として言えば、今日においても
変わっていない。

ただし、日英関係は、2016年6月23日の
英国での国民投票で EU 離脱派が勝利し
たことで、大きな試練のときを迎えるこ
とになる。英国の EU 離脱（Brexit）は、
英国がもはや「EU へのゲートウェイ」と
しては機能しないことを意味するからで
ある。そのため、日本は国民投票前はさ
まざまなかたちで EU 残留を支援し、国
民投票後は、EU との緊密な関係の維持、
そして予測可能性の確保を求めることに
なった。日本政府としては、英国に進出
している企業の利益を守るためにも、積
極的に関与しようとしたのである。

日英間で2020年10月に署名された日英
包括的経済連携協定（EPA）は、Brexit
の悪影響を少しでも低減することが第一
の目的だったが、同時に Brexit 後の日英
関係をポジティブな方向につなげること
も目指された。内容は基本的に日 EU の
EPA を踏襲（roll-over）したものであり、
だからこそ短期間での交渉妥結が可能だっ
たとも言える。ただ、経済面では、電子
商取引や消費者保護、ジェンダーなどの
新たな領域で、日 EU の EPA の内容を上
回る内容が盛り込まれた。戦略的な大枠
としては、英国のインド太平洋関与をさ
らに進める基礎を提供したのも日英 EPA

だった。サイバー防衛や移動携帯通信な
ども、日英関係においては重要なアジェ
ンダになっている。

英国は、2021年2月に環太平洋パートナー
シップに関する包括的及び先進的な協定

（CPTPP）への加入を申請し、2023年7
月には加入議定書が署名された。また、
2021年には英国海軍の最新鋭空母「クイー
ン・エリザベス」を中心とする空母打撃群
が、日本を含むインド太平洋地域に派遣
された。2021年3月に発表された英国政府
による外交・安全保障・防衛政策の文書

「統合レビュー（Integrated Review）」は「イ
ンド太平洋傾斜（tilt to the Indo-Pacific）」
を打ち出し、2023年3月の「統合レビュー
更新版（Integrated Review Refresh 2023）」
は、インド太平洋関与を、英国の対外関
係の「恒久的な柱（permanent pillar）」に
するとの方向を掲げた。日英間では、さ
らに、2023年10月には部隊間協力円滑化
協定（RAA）が発効した。同協定に基づ
き、共同訓練などのために部隊を相手の
国に派遣するための手続きが簡素化され、
協力が進展することが期待される。

ただし、2022年2月に発生したロシアに
よるウクライナ侵略が、英国のインド太
平洋傾斜の将来に悪影響をおよぼすこと
への懸念もある。ウクライナ支援とロシ
アに対する抑止・防衛態勢に英国が深く
関与するなかで、アセットやリソースの
制約から、インド太平洋への関与を継続
できるかが問われているのである。ただし、
中国の台頭への対応を含め、インド太平
洋への関与は、英国の中長期的な国益の
ためだという原点に照らせば、欧州とイ
ンド太平洋のどちらかを選択するという
ものではない。どちらにも関与すること
が必要だという結論になるのだろう。
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米英豪の3か国による豪州への原子力潜
水艦支援の枠組みである AUKUS は、イ
ンド太平洋の安全保障への中長期的なコ
ミットメントの象徴だとも言える。さら
に、2022年12月には、日英伊の3か国に
よる次期戦闘機の共同開発（「グローバル
戦闘航空プログラム（GCAP）」）が発表
された。新たな戦闘機は、2030年代半ば
の就役が予定されている。これは、共同
開発・生産のみならず、整備や第三国へ
の輸出など、今後数十年にわたる関係を
構築する大規模な事業になる。英国にとっ
て GCAP は、AUKUS と並ぶインド太平
洋への関与の柱になる。

このように、英国との二国間関係が引き
続き重要だったとしても、日本にとって
の欧州との関係全般を考えた際に、英国
が「ゲートウェイ」であり続けることは
できず、日本は新たな「ゲートウェイ」
探しを迫られることになった。EU にお
けるウェイトを考えた場合に、当然、そ
の筆頭候補となるのはドイツとフランス
である。他にも、中東欧で中心的な存在
であるポーランドや、G7メンバーである
イタリアなどが考えられるが、まずは独
仏に焦点があたるのが自然だろう。端的
に言って、Brexitの結果、日本外交にとっ
ての独仏の重要性が上昇したのである。

経済面ではドイツであっても、外交・安
全保障面をあわせて考えた場合に、日本
にとって、英国に次ぐ重要な欧州のパー
トナーとして位置づけられてきたのはフ
ランスである。フランスは、南太平洋や
インド洋などに領土を有する「インド太
平洋国家」であり、同地域に軍を常駐さ
せている。これがフランスの同地域へ
の関与の基礎を提供しているのである。
2021年5月には、仏海軍のミストラル級

強襲揚陸艦が日本に寄港し、米国も交え
て、フランス軍としては初めてとなる日
本国内での陸上共同訓練が九州で実施さ
れた。規模は大きくなかったものの、水
陸両用作戦を含む本格的な内容だった。
それ以外でも、フランスは北朝鮮に対す
る国連安保理制裁の履行に関して、いわ
ゆる瀬取り監視のための活動にもすでに
数次にわたって艦艇や航空機を参加させ
ている。自衛隊とフランス軍との接点は
急速に広がっている。インド太平洋戦略
を最初に打ち出した欧州の国もフランス
であり、それがもとになり、ドイツやオ
ランダなどが続き、上記の EU のインド
太平洋戦略に至っている。

ドイツに関しては、対中政策の見直しと
対日関係重視が連動していたと言える。
大きな転換点は、2020年9月の「インド太
平洋政策ガイドライン」の採択であった。
同文書は、日本をはじめとする同志諸国、
およびASEANとの協力を前面に打ち出し
ており、約1年後に発出された EU のイン
ド太平洋戦略とも親和性が高い。

そのうえで2021年秋には、ドイツ海軍の
フリゲート「バイエルン」がインド太平
洋地域に派遣され、海上自衛隊との共同
訓練を実施した他、北朝鮮の瀬取り監視
にも参加するなど、インド太平洋の安全
保障へのドイツの関与が示された。2022
年夏には、ドイツ空軍の戦闘機タイフー
ン6機が、空中給油機や輸送機とともにイ
ンド太平洋に史上初めて派遣され、豪州
での国際共同演習に参加した他、帰路に
日本にも立ち寄った。従来からインド太
平洋の安全保障に軍事面でも関与してき
た英仏に加えて、ドイツの関与が拡大し
ていることは、新たな展開である。
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日本と英仏独との外交安全保障上の枠組み

英国 フランス ドイツ

情報保護協定 ◎ （2013年7月署名、
2014年1月発効）

◎ （2011年10月署名、
発効）

◎ （2021年3月署名、
発効）

防衛装備協定 ◎ （2013年7月署名、
発効）

◎ （2015年3月署名、
2016年12月発効）

◎ （2017年7月署名、
発効）

物品役務相互 
提供協定（ACSA）

◎ （2017年1月署名、
2017年8月発効）

◎ （2018年7月署名、
2019年6月発効） ◎ （2024年1月署名）

円滑化協定
（RAA）

◎（2023年1月署名、
同年10月発効）

△（2024年5月、 
交渉開始で合意）

外務・防衛閣僚
協議（2プラス2） ◎ （2015年1月から） ◎ （2014年1月から）

○ （2021年4月にオ
ンラインで初回・
2023年3月第1回
政府間協議実施））

経済連携協定
（EPA） ◎ （2021年1月発効） ◎ （日EU） ◎ （日EU）

（出典）日本外務省ウェブサイトなどをもとに筆者作成

日英、日仏、日独という3つの二国間関係
を並べてみると、相互に連関しているよ
うに見える側面もある。上図は、情報保
護協定、防衛装備協力に関する協定、物
品役務相互提供協定（ACSA）などの締
結状況をまとめたものである。多くは日
英が先行し、日仏、そして日独が追う展
開だが、外務・防衛閣僚協議（2プラス2）
に関してはフランスが先行した。英仏間
では、海軍艦艇の派遣を含めて、インド
太平洋関与をめぐる競争のような側面も
ある。インド太平洋戦略においては、ド
イツも「参戦」し、それら主要国が欧州

（EU）全体の動きを牽引したとも言える。
今後とも、英仏独が互いの動きを横目に
見ながら、対日政策やインド太平洋関与
を進める場面があるかもしれない。

情報保護協定や防衛装備に関する協定を
受け、日欧間の防衛協力は、ACSA、さ
らには RAA の締結へと向かいつつあり、

より実質的なものに発展している。ただ
し、これらはいずれも協力を実際に進め
る際の枠組みを提供するにとどまり、自
動的に協力が進むわけではない。それで
も、こうした枠組みの構築自体が、長期
的にこの関係を発展させていくことへの
意思表示でもある。

なお、仏独との二国間関係において、安
全保障・防衛の比重が高いように見える
のは、貿易・経済関係の多くが EU でカ
バーされていること、および、防衛協力
が新たな側面として急速に発展している
ために注目度が高いことによる。日欧関
係が急に安全保障・防衛面主体になった
わけではなく、依然として貿易・経済関
係が最も太い柱であり、それは今後もお
そらく変わらないだろう。
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おわりに

2010年代半ば以降、日欧関係は質的にも
大きく変化し、真の戦略的パートナーシッ
プが構築されつつある。さらに、2022年
2月に始まったロシアによるウクライナ侵
略に際して、日本が厳しい対露制裁を実
施し、ウクライナ支援を進めた結果、日
EU、日 NATO を含めた日欧協力も深ま
ることになった。

今後を展望するうえでは、日本外交にお
ける欧州の「主流化」が本当に定着する
のか、そして、欧州が、ロシア・ウクラ
イナ戦争が長引くなかでも、自らの利益
のために不可欠になりつつあるインド太
平洋関与を続けていけるのかが問われる
ことになる。また、日 EU 関係と、日英、
日独、日仏といった二国間関係の観点では、
英国とEU（および独仏）の連携をいかに
確保できるかが、日本にとってのみならず、
欧州側にとっても重要になるだろう。
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